
 

○研修を受講するにあたって 

研修を効果的で実りあるものとするためには 

まず各市町村等において 

 ・研修に専念できるように業務を調整すること。 

 ・研修をする「目的」や組織としての「期待」を伝え、意欲を持って研修に参加 

できるように動機づけること。 

 ・「人材育成は職員のより一層の向上を図るための職責である」ことを意識するこ

と。 

また受講者自身が 

・「この研修で何を取得し、どう生かすか」という目的意識を持つことが大事で 

ある。 

【令和６年度 取組方針】 

研修センターでは、市町村職員研修基本計画（令和５年度～令和９年度）に基づき、

県内の各市町村等で策定した人材育成基本方針等を踏まえ、集合研修所としての役割

である職員の能力の向上及び人材育成に取り組むとともに、職員間の相互交流や情報

交換等でさらに研修効果が期待できる意見交換会も計画しながら、研修を実施します。 

１ 研修概要 

令和６年度においては、各市町村の意見や受講者アンケート結果を参考に、市町村

職員研修検討委員会において検討し、令和５年度よりも２課程多い５０課程の研修を

計画しました。 

研修は、対面での集合研修を基本としつつ、ｅラーニングの試行や遠距離の受講者

が受講しやすいようオンライン研修も取り入れて実施する予定です。 

主な変更点は、以下のとおりです。 

 

（１）一般研修（階層別研修） 

新たな試みとして、「一般職員研修１」に併せてｅラーニングでの研修を試行

します。これは、メンタルヘルスに関する研修を若手職員全員に受けさせたいと

いう要望に対し、従来の研修カリキュラムに影響を与えない形で試験的に実施す

るものです。 

令和５年度に開設した「定年延長職員サポート研修」については、「定年延長

職員セカンドキャリア研修」と名称を変更するとともに、受講対象者を「定年延

長の影響を受ける、または受けた職員」と拡大して２回のうち１回をオンライン

で実施します。 

また、年に２つの講座を行う「現任管理職研修」では、昨年度に引き続き「Ｚ

世代の育て方編」をオンラインで開催するほか、要望の多かった「議会答弁編」

を開催します。 

 

 



 

（２）選択研修（能力開発研修） 

選択研修では、管理能力、政策形成能力、法務能力、業務遂行能力、意識改革

など種々の能力向上を図るため、必要に応じて個別に選択できるよう設定してい

ます。 

新規に計画した研修として、各団体からご要望の多かった「ＯＡ研修」におい

て「Word/Excel 基礎コース」を開催します。このコースは、ハイブリッド型で

の開催とし、対面でもオンラインでも受講できるようにします。 

さらに毎回応募の多かった「Excel 応用コース」の定員を２０名から２５名

に増員します。 

また、２日間研修の「企画力向上セミナー」において、２回開催のうち１回を

１日研修として試行します。 

そのほか「次世代ツール活用セミナー」を「地域課題解決のためのデジタル  

ツール活用セミナー」と名称を変えて実施します。 

「自治体ＤＸの推進セミナー」は、新たな講師により開催します。 

 

（３）専門実務研修 

地方公共団体等においての契約事務、地方公会計においての簿記、初任者の税

務関係職員や債権徴収事務など、職務遂行のために必要な専門的知識や技能の向

上が図れるよう、各市町村等職員の業務に直結する研修を実施します。 

隔年開催の「出張財政出前講座」は、要望の多かった短時間のオンライン研修

とし、総務省から宮崎県及び宮崎県内の市町村に派遣されている職員を講師に迎

え、財政・財務に関する最新の情報・トピックス等をお話しいただく予定です。 

「契約事務（基礎）研修」と「税務関係職員初任者研修」は、新たな講師によ

り開催します。 

 

（４）指導者育成研修 

新規に計画した研修として「ＯＪＴ（職場内訓練）指導者育成研修」を開催し

ます。この研修は、「公務員倫理指導者育成基礎研修」との隔年開催とし、人

材育成の基盤であるＯＪＴ（職場内訓練）の重要性を理解し、職場での部下や

後輩への指導スキルを身につけ、職員の能力向上および組織力向上をめざしま

す。 

春と秋に開催している「人材育成基本研修」では、「自己対話で自他の強みを

見つける」と「研修担当者の在り方と実践の工夫」の２講座を開催します。 

 

（５）その他 

令和６年度からは、「市町村振興セミナー」を研修体系上１つの分類として実

施し、「デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）基本セミナー」を開催しま

す。ＤＸ推進に向け、先進地事例の紹介等、ＤＸの基礎を学べる３時間程度のオ

ンライン講演会です。限られた部署の職員だけでなく、誰でも参加できます。 

 

 



 

（６）各市町村等が自ら実施する研修等に対する支援 

ア 外部専門講師、県職員及び協会職員等の派遣による出前研修 

イ 自治大学校、市町村職員中央研修所等研修機関への研修派遣助成 

ウ 各市町村等が自ら実施する研修の企画等に関する助言 

エ 各市町村等が自ら実施する研修への講師あっせん 

オ 研修用ＤＶＤ・書籍等研修用教材の貸出し 

カ 協会ホームページによる研修情報の提供 

 

２ 個別研修について 

（１）海外派遣研修 

海外の優れた施策、事例及び文化を学び、同時に国際的な感覚と広い視野を得

ることで、県内市町村の施策展開に資することを目的として、派遣計画に基づき

実施するもので、令和元年度からは、１２名を２班に分け北アメリカ、ヨーロッ

パ、アジアのいずれかに派遣する計画となっていました。 

しかし、令和２年度から４年度は、世界規模での新型コロナウイルス感染症の

流行により渡航ができなかったため中止としました。 

令和５年度においては、出入国制限が緩和・撤廃されたことなどから再開し、

新型コロナウイルス感染症の流行状況や、各国の規制状況等を勘案しながら、２

班ともアメリカに派遣しました。 

令和６年度においては、当初の計画どおり２班２コース体制とし、ヨーロッパ

とアジアへの派遣を予定しています。 

 

（２）ブロック研修 

研修センターで開催する集合研修には、県内各市町村等から多くの受講者が集

まりますが、遠隔地においては宿泊費等の予算確保や長時間の移動による時間的

制約など多くの負担を強いられます。そこで、それらを軽減し受講しやすい研修

環境を確保するため、県内の地域ごとに開催するブロック研修を実施します。 

 

（３）出前研修 

   県内各市町村等に講師を派遣し、市町村職員等に研修の機会をより多く提供す

る「出前研修」については、研修効果をより高めるために、令和５年度から下記

のとおり要綱を改正しています。 

・単独の市町村等で開催する研修の講師：県職員もしくは振興協会職員 

・複数の市町村等で開催する研修の受講者：２０名以上 



 

３ ひとづくり助成金について 

市町村等における人材育成を支援するために、市町村職員中央研修所、全国市町村

国際文化研修所、総務省自治大学校、国土交通大学校、全国建設研修センター、日本

下水道事業団、地域活性化センターに職員を派遣する市町村等に対し、費用の一部を

助成します。 

なお、令和６年度から対象の期間を当該年度の１月３１日までとします。 

 

４ 研修推進体制 

（１）県内各市町村等との連携 

研修センターは、県内各市町村等の共同研修を行う拠点であることから、職員

の計画的な研修受講や適切な研修管理が行われるためには、これまで以上に各市

町村等とより一層緊密な連携を図っていく必要があります。 

このため、年に２回、研修担当主管課を集めて説明会を開催するほか、「市町

村職員研修検討委員会」「市町村職員研修検討委員会幹事会」等における様々な

ご意見・ご要望を踏まえながら、研修の企画運営を行っていきます。 

 

（２）県との連携 

市町村職員研修センターにおける研修の実施に当たっては、県の研修機関であ

る自治学院との連携は重要で、これまでも合同研修の開催や情報交換を活発に行

って参りました。 

今後も自治学院はもとより県市町村課や人権同和対策課などから新規採用職員

研修等の講師派遣に全面的な理解と協力を得て、更なる研修の充実を図るため県

との連携体制を強化していきます。 

 

【令和６年度 県との合同開催セミナー】 

「管理者研修」 

「行政と争訟セミナー」 

「クレーム対応セミナー」 

 


